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第 1 章 社会関係資本の世界  
稲葉 陽二  
 
はじめに  
 ソーシャル・キャピタル（社会関係資本） 1 という概念が使われ始めたのは
20 世紀初頭といわれているが、本格的に学術用語として用いられ始めたのは
1980 年代に入ってからになる 2。また、1990 年代から 2000 年にかけて、Robert 








分野もある。経済学では 1990 年代から 2000 年の初頭まで、社会関係資本の概






                                                   


































 経済学に接して 50 年近くの間、経済学に 2 回、大きな違和感を覚えた経験












 筆者が経済学者の議論に違和感を覚えた 2 度目は、1998 年から 2006 年まで
















4 本稿では外部性の定義を Mead（ 1973）にならい「外部（不）経済とは当該事象
についての決定をするにあたって十分な同意をしていない人々に（不）利益をあた
える事象。」と広義に解釈している。Mead（ 1973）の定義は Cornes and Sandler
（ 1986, p.39）より引用。  



























                                                   
6 大竹（ 1998）。  


















年収 800 万円、子が年収 400 万円の場合、親子同居なら世帯年収 1,200 万円だ













 たとえば、Ａさんの年収（あるいは消費水準）が 500 万円で、Ａさんの比較対
照グループ、つまりＡさんの住む地域あるいは同一年齢層の平均年収が 1,000 万
円という場合と、Ｂさんの年収（あるいは消費水準）は 450 万円で、比較対照グ
                                                   


























いずれにせよ、1970 年代から 90 年代の米国での経験に照らしてみれば、格
差の拡大は間違いなく貧困層の拡大を伴う 10。日本でも格差拡大の裏には、非
                                                   
10 米国連邦センサス局のデータによって、家庭所得のジニ係数と貧困率との相関

























                                                                                                                                                     
し、その後、ジニ係数は上昇したが、貧困率は改善をみたため、1973～ 2012 年の
間の両者の相関は 0.275 にまで低下している。  
11 内閣府（ 2013a, p.255）。  
12 厚生労働省「平成 25 年賃金構造基本統計調査」
（http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2013/gaiyo.htm
l 2014 年 7 月 25 日アクセス）の賃金分布表によれば、一般労働者では、 200 万
円未満の比率が男性 17.2％、女性 43.7％、一方、総務省統計局「労働力調査 2013
年平均」（http://www.estat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001116933 2014 年
7 月 25 日アクセス）によれば、一般常用雇用者の男女比率は男性 57.0%、女性 43.0％
である。これらのデータから、一般労働者のうち年間賃金 200 万円未満の比率を






の間に、比較的強い逆相関があることを指摘している。（Uslaner 2002, p.181; 
pp.183-185.）  




























（Wilkinson 2005; Uslaner 2002）  
（2）不平等は所得階層間の社会的距離を拡大させる。（Wilkinson 2005）  
（3）格差は持たざる者たちの自尊心を傷つけ、富裕層との協調行動を難しく
させる。（Uslaner 2002）  
（4）富裕層は貧困層と接触する積極的理由はないので、貧困層の接触先は同
じ層に限られ、貧困層の社会的接触先の質、つまり、彼らの社会関係資
本の質はますます悪化する。（Uslaner 2002; Field 2003）  
（5）経済的不平等は情報の非対称性を拡大させ、異なるネットワークで情報
量の差を拡大させる。（Field 2003）  
（6）経済的不平等は信頼を壊し、取引費用を増大させる。（Zak and Knack 
2001; Uslaner 2008）  
（7）過度の不平等は将来に対する人々の期待を失わせ、協調的行動を阻害す











                                                   





























                                                   












わが国においても、1923 年に発生した関東大震災の時、神田佐久間町 2 丁目
から 4 丁目、神田和泉町、神田平河町は都心部がすべて焼失した中にあって、






の結果、支え合う地域へと進展してきたと見える」（池田  2011）と述べている。  









ソルニット（2010）は 1906 年のサンフランシスコ大地震から 2005 年のハ




















                                                   
16 『広報遠野  2011-5』によれば、震災発生後わずか 50 日の平成 23 年 4 月 30 日
現在 4500 人 180 団体が被災地後方支援活動のため遠野市に拠点を置いていた。  
17 2011 年 3 月 16 日『産経新聞』「釜石の奇跡：小中学生 3000 人  励まし合い、臨























「オーランドのあるガソリンスタンドでは、1 袋 2 ドルの氷が 10 ドルで売られ
ていた。（中略）木々が吹き倒されたせいで、チェーンソーや屋根修理の需要が増
加した。家の屋根から 2 本の木を取り除くだけで、業者はなんと 2,300 ドルを要
求した。小型の家庭用発電機を通常は 250 ドルで売っている店が、ここぞとばか
りに 2,000 ドルの値札をつけてきた。老齢の夫と障害を持つ娘を連れて避難した
                                                   
18 たとえば、「NHK スペシャル巨大津波  その時ひとはどう動いたか」（ 2011 年




77 歳の婦人は、いつもなら一晩 40 ドルのモーテルで 160 ドルを請求された。」（サ




おいて「震災＆便乗値上げ」を検索すると、震災後から 1 年 10 カ月の間にわ










                                                   
19 ただし、わが国でも、第一次石油危機当時、ゼネラル石油が本社直販部長名で
支店に出した社内文書で‘千載一遇のチャンス’と表現し、社会の非難の的となっ
たことが朝日新聞 1974 年 2 月 7 日付朝刊 1 面「ゼネラル石油値上げを奨励  共産
党の荒木氏追及」などで報じられている。  
20 経済社会学会第 48 回全国大会（ 2012 年 9 月 1 日北海道大学にて開催）公開フ
ォーラム「 3.11 後の環境と経済社会問題を考える」におけるパネリストとしての






開設したが、2011 年 3 月 27 日から 7 月 29 日の 120 日間の相談件数は 919 件
で、このうち「価格・料金」に関する相談は全体の 15％の 140 件にすぎなかっ












                                                   
21 消費者庁・（独）国民生活センター「震災に関連する悪質商法 110 番開設期間中



















































る、と指摘している（Aldrich 2012, pp.45-46）。  
Aldrich の分析によれば、地域における（参政権の行使率を代理変数として


















ュニティでは、 地縁的な組織だけでなく、まちづくり協議会や NPO など多様な組
織によるネットワーク が形成されるようになった。生活のさまざまな局面で地域
コミュニティの果たす役割は大きくなっており、地域力を高めることが期待されて














































                                                   




















アンスを生む」（Cohesive and connected communities create resilience） 24
と題してコミュニティのリスク管理を論じているが、これはまさにコミュニテ
ィにおける社会関係資本を論じているもので、一言で社会関係資本と表現でき
                                                   
23 山内（ 2011, p.4）はこの点を次のような例で論じている。「岩手県釜石港の入口





























ぞれ独特な社会関係資本が形成される 26。  
個人の社会関係資本は、人々の過去の人生の集積でもある。したがって、社
会関係資本は人の死にざまにまで影響を与える。2010 年に放映された NHK の
「無縁社会」は 2008 年の無縁死を 3 万 2000 人と報じ、大きな衝撃を与えた。
「無縁社会」を制作した NHK 報道局によれば、無縁死を「身元不明の遺体、
                                                   
25 World Bank（ 2013）第 4 章は図表と脚注を含めても社会関係資本という表現を








施した結果であるという 27。この 3 万 2,000 人という数字は、厚生労働省の人
口動態調査による 2008 年の死亡者数、114 万 3,000 人と比較すると、死亡者





同年の東京都における 65 歳以上の死亡者数と比べると、2005 年の 2.5％から
2007 年には 3.0％まで上昇し、その後若干減少して 2009 年には 2.7％、と上記





亡くなったのではない、あるいは 1 人で亡くなったが 65 歳未満）ケースはあ




                                                   
27 筆者の問い合わせに対する NHK 報道局あすの日本プロジェクト担当プロデュ
ーサー渡辺健策氏よりの 2010 年 9 月 29 日付私信回答。具体的には、身元不明の
御遺体や引き取り手のない御遺体は自治体が生活保護予算などを使って火葬・埋葬
しているため、その予算執行件数を個別に聞き取り、 1,783 の自治体のうち 1,592
から回答を得た集計結果は 3 万 1,667 件だったという。NHK はこのほか、行き場
のない遺骨のうち、自治体から献体などに回されている件数が彼らが把握できただ











域を出ないが、図表 1－5 に示されるように、都道府県別自殺率（人口 10 万人




                                                   
28 平成 22 年の住居地ベースの人口 10 万人あたりの自殺死亡率は、一番低い三重

















い」という基準でとらえている。この基準によると、2007 年から 2009 年にか
けての調査結果では、孤立している高齢者の比率は、中山間地域の高知県下 3
町村（2009 年調査）で 12.6％、ベッドタウンの埼玉県和光市で 15.0％、大都
市地域の板橋区では 16.6％に上るとしている。これによれば、高齢者のほぼ 6




























この石田の分析は、20 歳以上の成人を対象とした 2003 年のデータに依拠し
















県経済状況（有効求人倍率）と自殺率の相関は平成 22 年度～23 年度のデータ
でみて -0.38 程度であり、経済状況をコントロールしてもなお都道府県別に大
きな違い、つまり地域差があることが示されている。都道府県別の社会関係資
                                                   
30 性別をも過去の人生の生き方に影響を与える変数としているのは、男尊女卑な
ど、社会の特性が性別にも起因しているケースがあると考えるからである。  
31 内閣府平成 24 年度「団塊の世代の意識に関する調査結果」（概要版）。
http://www8.cao.go.jp/kourei/isiki/h24/kennkyu/gaiyo/index.html，平成 26 年 2
月 20 日アクセス。  
32 たとえば内閣府（ 2013c, pp.18-22）参照。男性の自殺率が女性よりも高い点は
すでにデュルケームが 19 世紀末に『自殺論』で指摘している。日本では平成 24





































性で、そこに「 相互和合社会 」が自然体で形成された。 自己主張のミーイズムは少
なく 、本土のような 冷たいパーソナリティ社会ではない 。「和」の生の安心・快適・
保障・豊かさをもたらし、ウェル・ビーイングの土壌となった。琉球は笑顔のよい国



























































essentially contested concept」（Gallie 1956）であるとしている。この概念を


































（1915）や Lyda Hanifan（1916）が教育に関連して用いたほか、1960 年代に
は Jane Jacobs（1961）が都市問題の考察の際に使用し、1970 年代に経済学者
の Glenn Loury（1977）が人種間の所得格差の要因の 1 つとして言及し、1980






を社会学の領域に拡張する際に用い、Francis Fukuyama（1995）や Eric 
Uslaner（2002）が信頼の側面から論じ、Ichiro Kawachi（1997；2000）が社
会疫学という新領域の確立に用い、Michael Woolcock（1998）などが世銀を活
                                                   















とを区別する論者もいる。Ostrom や T.K. Ahn は、信頼性は社会関係資本の構
成要素だが、信頼は社会関係資本の結果であるとして、両者を区別している 34。
加えて、Ostrom らは規範に代わって制度（ institutions） 35 を重視する（T.K. 












































（ cognitive）から構造的（ structural）をとる Grootaert と Von Bastelaert（2002）
                                                   
36 Sato（ 2013）も今後の社会関係資本研究の方向として、社会関係資本と効用の
関係を明らかにすること、社会関係資本と昔から地域にある類似の概念との関係を












                                                   
37 縦軸にマクロからミクロ、横軸に構造的から認知的ととる分類は Grootaert and 
Van Bastelaer（ 2002）に依拠している。ただし、彼らは横軸を構造的から文化的
（Cultural）としており、第 1 象限にガバナンス、第 2 象限に信頼、規範、価値、



























ち制度の 3 つが重要」（p. xiv）として、ネットワーク以外にも信頼性と制度を
あげている。このように、社会関係資本の定義には、ネットワークや信頼など
                                                                                                                                                     






























                                                   
39 公共財、準公共財としてのクラブ財、共有資源（コモンズ）の定義については





























                                                   
40 新古典派的効用関数に他人の効用を含めた利他的効用関数を作成し、さらにこ
れに社会関係資本係数を加え、効用最大化を分析している。  















育ちそうもない。」（Loury 1977, p.176、稲葉仮訳）  
 







































の関係特殊的人的資本が必要である。」（ p.167）  
 
                                                   
42 対価を支払わずに財・サービスの便益を享受すること。  
















































































ビスの提供量は QA から QB へ増えるが、価格は PA から PB へ従来より高くなる。
しかし、近隣住民などとの社会関係資本が存在していれば、介護サービスの供
給曲線は私的費用のみを反映している場合よりも右にシフト（S’S’）し、そ



















































                                                   
45 本節における「コモンズの悲劇」に関連する記述は Ostrom et al.（ 2002）邦訳


















































見るものである。一方、T.K. Ahn and Ostrom et al.（2008）は自らを第二世
代協調行動理論（ second generation of theories of collective action）の論者
と呼び、彼らのいう信頼性は、個人の内面に持っている互酬性の規範に基づき、
たとえ利己的にみれば不利な場合でも、信頼を返すというもので、行動特性で





                                                   
47 互いに 2 人の被験者ＡとＢを別々の部屋に入れ、被験者Ａに例えば 10 ドルを与
える。Ａは 10 ドルをＢに投資することができる。ＢはＡから送られた金額の、例
えば、 3 倍が渡される。Ｂはその中からＡへお返しをすることができる。（大垣・
田中 2014, p.147.）  
48 Yamagishi は general trust としている。  
48 
 























                                                   
49 Putnam（ 1993）では trust であるが、Putnam（ 2000）では trustworthiness
になっており、信頼よりも信頼性により重きを置いている。  









































































野として以下の 5 つを挙げている 51。  
 



















                                                   











Ostrom も Putnam も基本的に公共財や準公共財の維持提供主体のガバナンス
のしくみに興味を持って研究している中で、社会関係資本を発見した。  
また、ネットワーク論を基礎として、Coleman に師事した Burt は、企業内
外におけるアクターのネットワークのあり方が、人々のパフォーマンスに影響
している点を究明する過程で、狭義の社会関係資本論である構造的空隙論

















B. 連帯との関連  
ガバナンスとともに、しばしば社会関係資本の文献にでてくる用語に「連帯







































                                                   
52 東洋大学今村肇教授への筆者からの問い合わせに関する 2014 年 4 月 8 日付お




C. 凝集性との関連  





い。この social cohesion は社会関係資本のコンテクストでは、社会関係資本の















                                                   








社会関係資本、社会的モビリティの 3 つを挙げ、図表 2－4 を呈示している 55。














                                                   














Castiglione は、社会関係資本は社会的凝集性の構成要素の 1 つとする考えで
あるが、社会関係資本を論じる文献では、社会関係資本と凝集性を同意と扱う
もの（Worms 2002, pp.139-140）、凝集性をネットワークの特性ととらえる論












                                                   
56 心理学、社会学、ネットワーク論からの凝集性の定義とそれらをめぐる論議に




















































                                                   



































第 3 章 批判に答える 58 
 
はじめに  






実務の分野でも、Sarközy 前フランス大統領が GDP を補完する生活の質を
表す指標を検討する委員会を、Joseph Stiglitz、Amartya Sen、Jean-Paul 
Fitoussi を共同議長として組織し、2009 年に報告書 59 を発表したが、その中
で生活の質の検討に不可欠な要素として社会的なつながり、すなわち、社会関










                                                   
58 本章は Inaba（ 2013）を加筆・修正したものである。  
59 同報告書の要約版である Stiglitz, E. Joseph & A. Sen & J.P. Fitoussi（ 2010）
では「これらの社会的つながりは、それらが招来する利点を明確にするために、し
ばしば「ソーシャル・キャピタル」と称される」と記している。（Stiglitz et al. 2010, 
p.80）  
60 詳しくは福島（ 2013）参照。  
61 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会次期国民健康づくり運動プラン策定
























































                                                   
62 Fine（ 2001; 2010）は，社会関係資本の欠点について最も包括的な分析を提供
している。本章はこの 2 つの書籍の分析に負う点が多い。  
63 Putnam（ 1993; 2000）については、多くの論者が反論を寄せている。たとえば、





















と呼んで次のように述べている 64。  
 
   典型的な社会関係資本の論文に共通する特徴は、社会関係資本のプリズムを通
してあらゆる社会学理論を再解釈し、社会関係資本プラスアルファという形式を
取る点である。以前に公表したもの、それも他人のものも含め、なんでもかんで
も、まるで新しい発見のように再度公表する（Fine 2010, p.32, 稲葉仮訳）。  
 
                                                   
64 このほか、Fine（ 2010）は「ソーシャル・キャピタルは社会科学のマクドナル






















極めて似通っている。（ p.58）」  





































                                                   
65 筆者の知る限りでは、Putnam（ 2000）は「コミュニタリアン」に 23 章で 3 回、











についての問への人々の答え方には、文化的な違いがあるだろう 66。  
                                                   
66 吉野諒三によれば、日本人は本音を言わない非自己開示性と中間的回答を選択
する傾向がある一方、フランス人やイタリア人は悲観的に答える傾向がみられると






































と 1980 年代のイタリアにおける社会関係資本の背景を説明するために、12 世





 第 4 に、長期データの採用によって引き起こされるもう 1 つの問題がある。
Arneil（2006）は、長期間利用可能なデータシリーズの使用は、社会関係資本
へ強い影響を持つ他の新たなデータを捨象してしまっているかもしれないと指









扱った 11 の婦人団体の他に、Putnam の選んだ団体以外、つまり彼が測定しなか
ったもので、女性が携わっている多くの新しい種類の市民活動があるという証拠
を本章で示してきた。」（Arneil  2006, p.90）  
                                                   















史的発展に関する説明に著書の 4 分の 1 を割いたので、彼の議論はイタリアだ




国の社会関係資本は強く規定されていると指摘する識者が多い 68。  
 
5）政策手段としてのあいまいさ  






                                                   

































                                                   
69 Putnam（ 2000）p.413. 
70 この点については、Arneil（ 2006, pp.185-197）が George Bush 政権が 2002




























                                                   





















Ostrom（1999）と Ostrom and Ahn（2009）が示すように、信頼、互酬性の
規範  、ネットワークを含む広義の社会関係資本は、コミュニティの全体像をと






















                                                   
































                                                   


























                                                   
































































                                                   



































1997 年に Kawachi et al.（1997）によって指摘された。ハーバード大学公衆

































                                                   
77 個人の罹病リスクは彼／彼女が属する母集団の罹病リスクから独立して考える
ことはできないとするもの（Berkman and Kawachi, 2000, p.7）。具体的には「異
常値を示す個人にだけ介入するハイリスク戦略ではなく、環境を変えることで正常
とみなされる人を含めた集団全体の健康行動などを変えて、健康度を上げるポピュ
レーション戦略をとる。」（近藤 2010、p.195；近藤 2005、p.30）  
78 近藤が主宰する AGES（愛知老年学的評価研究）は、1999 年に愛知県知多半島
在住の高齢者を対象として始まったが、その後 2010 年から 2011 年にかけて研究
対象を全国に広げ全国 31 自治体 11 万人の高齢者のデータを集めた JAGES（日本
老年学的評価研究）に発展し、さらに 2013 年には北は北海道、南は沖縄まで 30
自治体 19.5 万人を研究対象としている。（日本老年的評価研究 HP：  
http://www.jages.net/#!about/c1ger 2014 年 7 月 19 日アクセス）  
79 たとえば、内閣府経済社会総合研究所の研究として幸福がテーマの論考（白石
賢・白石小百合「幸福度研究の現状と課題―少子との関連において」ESRI 





































































































                                                   




























                                                   



































社会関係資本は 2 つの側面を持っている。1 つは、コミュニティの中に埋め
込まれ軽視されていた社会的なつながりの潜在能力を高める社会運動という側






























                                                   
85 川脇（ 2013）は社会関係資本の蓄積レベルの代理指標として「一般的信頼感」
「公平性感覚（互酬性の規範）」「市民的規範意識（利己的行為排除意識）」「自発的










































年 10 月中旬から 11 月初旬にかけ、筆者が郵送法により実施した社会関係資本
調査『暮らしの安心・信頼・社会参加に関するアンケート調査』である。この
調査は信頼、規範、ネットワークなどの社会関係資本を調査対象としている。
全国 21 大都市、その他の市、町村の 3 つのグループからそれぞれ 33～34 地点
計 100 地点を無作為抽出し、各地点の住民基本台帳から、20 歳から 79 歳まで




（N=1,878）との比較を行う 86。  
 
（1）2013 年調査の実施概要  
 






                                                   
86 内閣府国民生活局から 2003 年内閣府調査個票データの提供を得た。記して謝意
を表する。  























 2）調査・実施主体  
日本大学法学部 稲葉陽二研究室  
アンケートの実施は一般社団法人中央調査社に委託  
                                                   
88 社会関係資本の構成要素は信頼、互酬性、ネットワークなど多岐にわたるが、
それらを包括的に対象とした全国調査は 2003 年内閣府国民生活局調査（郵送法と
WEB 調査併用）、2005 年内閣府経済社会総合研究所調査（WEB 調査）、2007 年日
本総研調査（WEB 調査）、2008 年稲葉・日本総研調査（WEB 調査）、稲葉による
2010 年調査（郵送法）、今回の 2013 年調査（郵送法）のみである。  
 




 3）調査関連期間  
調査票の検討  2013 年 4 月～6 月  
 調査の倫理面からの審査 2013 年 6 月 20 日～7 月 23 日  
 調査実施期間 2013 年 10 月 10 日～11 月 8 日  
 
 4）母集団と調査対象者、対象者のサンプリング方法  
［母集団］全国の 20 歳から 79 歳の居住者  
［対象者］全国 100 地点における居住者 10,000 名  
［サンプリング方法］2 段階無作為抽出、全国 100 地点を無作為抽出し、さら




 5）調査配票数・回収数・回収率  
［配票数］10,000 票  
［回収数］3,575 票（無効票なし）  
［有効回収率］35.75% （3,575 票／10,000 票）  
 











図表 4－1 2013 年調査記述統計量  回答者の属性  
 N 平均・構成比（%） 標準偏差ほか  範囲  
性
別  
男性  1628 45.5   
女性  1947 54.5   
年齢  3575 53.5 歳  15.8 20-79 
職
業  
自営業  341 9.5   
経営者  87 2.4   
民間・団体勤め
人（正規社員）  




195 5.5   
公務員・教員  168 4.7   
臨時・パート勤
め人  
536 15.0   
学生  61 1.7   
無職  588 16.4   
専業主婦・主夫  594 16.6   





持ち家  2747 76.8   
借家  721 20.2   
居住年数  3484 25.5 年   0-79 
同
居










小中学校  375 10.5   
高等学校  1438 40.2 中位値・最頻
値  
 
専修学校ほか  407 11.4   
高専・短大  383 10.7   
大学  844 23.6   





200 万円未満  354 9.9   
200～ 400 万円未満  1051 29.4 最頻値   
400～ 600 万円未満  816 22.8 中位値   














筆者が実施した 2013 年調査は巻末に記載した調査票のとおり、2003 年内閣
府調査をベースに以下のような追加・修正を加えている。  
①  主観的健康感  
②  抑うつ度（K6 値） 90 
                                                   
90 2010 年全国調査では高齢者向け DSP15 項目短縮版を用いている。  
96 
 
③  不正行為に対する許容度  
④  過去 1 年間に行った寄附の対象と金額  
⑤  互酬性  
⑥  教育関連  




  問 1 一般的信頼（9 段階回答）  
特定化互酬性（3 段階回答）  
一般的互酬性（3 段階回答）  
  問 2 近所づきあいの程度と人数（4 段階回答）  
     友人・知人、親戚、同僚とのつきあいの頻度（5 段階回答）  
  問 3 地域での活動状況  
     地縁的な活動への参加（7 段階回答）  
     スポーツ・趣味・娯楽活動への参加（7 段階回答）  
     ボランティア・NPO・市民活動への参加（7 段階回答）  
     その他の団体活動への参加（7 段階回答）  
     最も頻繁に参加している活動とその特性  
  問 4 生活の状況  
     主観的生活満足度（5 段階回答）  
     日常生活での心配事（17 項目、5 段階回答）  
     特定化信頼（11 対象、5 段階回答）  
     主観的健康感（4 段階回答）  
     抑うつ度（K6、6 項目 5 段階回答 91）  
     成人期以後の学習（3 項目、5 段階回答）  
                                                   
91 Kessler らが開発した抑うつ度指標。6 つの設問に対する 5 段階評価の合計値（ 0
～ 24）が高いほど抑うつ度が高い。厚労省「国民生活基礎調査」でも 2007 年より
K6 値を調査している。  
97 
 
     日常社会生活における 9 項目への対処（5 段階回答）  
  問 5 寄付・募金活動について  
     寄付の対象と金額  
  問 6 不正への許容度（4 項目、10 段階回答）  
  問 7 回答者の属性  
     性別、年齢、職業、居住形態、居住年数、同居人の有無と人数、  
最終学歴、年間世帯収入  
 










 本調査は、第 2 章図表 2－1 で示した、公共財、クラブ財、私的財の 3 つの
財すべてを対象とした広義の社会関係資本を扱っている。公共財として一般的
信頼（2 問）と一般的互酬性（1 問）、さらにクラブ財としての特定化互酬性（1
問）について問 1 で尋ね、クラブ財としての団体参加（4 問）と特定化信頼（11
問）について、それぞれ、問 3 と問 4 で尋ね、また、私的財としてのネットワ
ークに関連して近所づきあいの程度と人数（2 問）、友人・知人、親戚、同僚と
のつきあいの頻度（3 問）を問 2 で尋ねている。社会関係資本の構成要素とし
て 25 の設問を設けているが、以下では、特定化信頼に関する設問のうち、警
察、役場などの組織に対する設問など 7 つと一般的信頼に関する設問のうち旅
先での信頼を除いた 1 問の計 8 設問 92 を除いた 17 設問で、社会関係資本の概
















－1 に示すとおり、各カテゴリに与えられた値の 2 次元配置が逆 U 字型をとら
ない、ないしは次元１の並び方が順序尺度とならない設問が生じていることが
分かった。たとえば、図表 4－2－1 上部の一般的信頼の設問は 1 のほとんど信
頼できる、から 9 の注意するに越したことはない、まで 9 段階の選択肢がある
が、この設問の固有値を次元 1 として 17 設問全体の数量化第Ⅲ類分析を行い
次元Ⅰでみた選択肢の並び順をみると、選択肢 7 が順序尺度からはずれている
し、選択肢 8 と 9 も順序が逆転している。また、選択肢 1 と 2 は、順序は逆転
していないが、ほとんど数値の差がない。そこで、選択肢 1 から 3、4 から 6、
7 から 9 をそれぞれまとめ、3 カテゴリで分析するのが妥当と判断した。また、
図表 4－2－1 下部は、ボランティア・NPO 活動への参加頻度について 7 段階
で尋ねているものを次元 1 とした分析結果である。ここでは、選択肢 1（週に
4 日以上）から 5（月に 1 日以上）は順序尺度となっていないため、選択肢 1
から 5 までを統合し、選択肢 6（年に数回程度）、選択肢 7（活動していない）




                                                                                                                                                     




加のうち「地縁的な活動」は 4 段階へ、その他の 3 設問）を 7 段階回答から 3





























図表 4－3 2013 年調査における社会関係資本関連 17 設問のカテゴリ（リカートスケール）の妥
当性の確認（2）  












結果後、4 つの因子を抽出した（図表 4－4）。4 因子の累積寄与率は 52.5％で
あった。第 1 因子は団体参加関連 4 問と近所づきあい／友人・知人とのつきあ
い 3 問に高い正の負荷量を示したので「構造的社会関係資本」、以下同様に第 2
因子「特定化信頼」、第 3 因子「互酬性・一般的信頼」、第 4 因子「同僚」、と
命名する。  
4 因子間の相関は、第 1 因子「構造的社会関係資本」と第 2 因子「特定化信
頼」（相関係数 0.406）、第 2 因子「特定化信頼」と第 3 因子「互酬性・一般的
信頼」（相関係数 0.311）を除きいずれも 0.3 以下である。また、図表 4－5 に
示されるように、全項目のクロンバックのαは 0.799 であり、4 因子別でも「同





















0.021 0.057 0.581 -0.050
0.011 -0.065 0.811 0.070
-0.049 -0.072 0.846 0.035
0.470 0.239 0.065 -0.366
0.525 0.211 0.017 -0.327
0.563 0.210 -0.046 0.239
0.188 0.496 -0.142 0.018
0.331 0.053 0.012 0.725
団体参加 地域的活動 0.766 -0.066 0.005 -0.035
スポーツ・趣味・娯楽活動 0.662 -0.073 -0.068 0.264
ボランティア・NPO等 0.808 -0.156 0.035 0.129
その他 0.716 -0.233 0.003 0.233
特定化信頼 近所の人々 0.159 0.584 0.089 -0.204
家族 -0.237 0.757 -0.017 0.016
親戚 -0.157 0.851 -0.046 0.067
友人・知人 -0.008 0.711 0.047 0.371
職場の同僚 -0.011 0.510 0.082 0.545
寄与率（％） 24.5 12.4 8.4 7.1
因子相関
因子１ 1.000 ― ― ―
因子２ 0.406 1.000 ― ―
因子３ 0.219 0.311 1.000  ―

















因子１ 構造的ＳＣ 0.771 3458
因子２ 特定化信頼 0.728 3365
因子３ 互酬性・一般的信頼 0.718 3384




4）社会関係資本関連 4 因子の尺度得点をつくる  














































性別 -0.085 ** (23.541) -0.085 ** (19.165) -0.006 (0.065) 0.035 (3.409)
持家有無 0.101 ** (29.626) 0.081 ** (10.777) 0.047 * (4.059) 0.033 (2.453)
年齢階層 -0.203 ** (79.100) 0.140 (1.606) 0.054 * (3.441) 0.259 ** (132.308)
居住年数 -0.167 ** (72.345) -0.056 (1.454) -0.022 (0.466) -0.019 (0.523)
配偶者の有
無
0.099 ** (24.301) 0.132 ** (18.290) 0.061 ** (6.735) 0.031 (2.029)
最終学歴 -0.018 (0.288) -0.008 (0.019) -0.046 * (3.738) -0.029 (0.685)





＊　    ５％（両側）水準で有意
因子の値は、図表4-7カテゴリカル回帰分析（生活満足度）における数量化値により作成
0.144 0.036 0.018 0.073
2888 2888 2888 2888
因子１ 因子２ 因子３ 因子４
構造的ＳＣ 特定化信頼 互酬性・一般的信頼 同僚
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-0.085）、持家の有無（同 0.081）による影響が比較的強い。  




化係数 -0.098）、配偶者の有無（同 0.061）、年齢（同 0.054）などである。ただ
し、調整済決定係数は 0.018 と低く属性の違いで説明できる部分は小さい。  
第 4 因子「同僚」は年齢と所得とに有意な相関がある。所得が高いほうが、
「同僚」とのつきあいが密だが、年齢が高くなるほど疎遠になる。影響の程度






























度」をそれぞれ被説明変数、社会関係資本関連 17 項目を説明変数とした 4 本
のカテゴリカル回帰分析を実施した（図表 4－7）。加えて、上記の因子分析で
抽出した 4 因子の下位尺度を説明変数として、被説明変数を上記 4 種類の QOL








一般的信頼 0.094 *** (22.082) -0.079 *** (18.082) 0.048 *** (6.207) 0.120 *** (32.322)
-0.008 (0.127) 0.080 *** (12.181) -0.014 (0.105) 0.006 (0.045)
0.046 *** (5.307) -0.044 (0.998) 0.071 *** (8.428) -0.015 (0.267)
-0.040 (1.606) -0.054 (1.221) -0.065 *** (5.693) 0.047 (0.960)
0.075 *** (11.498) -0.114 *** (15.714) 0.026 (0.425) 0.068 *** (5.640)
0.103 *** (18.262) -0.048 *** (3.610) 0.097 *** (18.321) 0.110 *** (14.155)
0.044 * (2.251) -0.058 (2.135) -0.025 (0.255) -0.044 (1.301)
0.053 *** (8.578) -0.031 (1.734) 0.058 *** (5.350) -0.009 (0.055)
団体参加 地域的活動 -0.004 (0.015) 0.028 (0.657) 0.009 (0.087) 0.033 (0.975)
スポーツ・趣味・娯楽活
動
0.112 *** (31.071) -0.039 * (3.261) 0.043 * (3.485) 0.062 *** (8.098)
ボランティア・NPO等 0.026 (1.034) 0.046 (2.519) 0.007 (0.068) -0.039 (0.967)
その他 -0.009 (0.198) -0.044 ** (4.182) -0.058 *** (7.850) -0.053 * (2.771)
特定化信頼 近所の人々 0.043 (2.446) 0.034 (0.506) -0.041 (1.818) 0.059 (1.753)
家族 0.178 *** (63.687) -0.133 *** (34.981) 0.039 (1.562) 0.094 *** (13.531)
親戚 0.059 *** (3.843) -0.039 (1.701) 0.058 ** (3.212) 0.098 *** (10.493)
友人・知人 -0.042 (1.543) -0.057 (2.033) 0.057 *** (4.762) -0.040 (0.887)


































（図表 4－7）。説明変数を社会関係資本 17 項目として計測したカテゴリカル回




響力を持つようにみえる。また、図表 4－8 に示される 4 因子分析では t 値か
らみて有意性にばらつきがみられる「互酬性・一般的信頼」を「一般的信頼」、
「一般的互酬性」、「特定化互酬性」の 3 つに分解すると、「一般的信頼性」が









構造的ＳＣ 0.128 *** (7.182) -0.078 *** (-4.216) -0.009 (-0.465) 0.098 *** (4.731)
0.223 *** (11.868) -0.205 *** (-10.523) 0.081 *** (4.079) 0.184 *** (8.476)
0.086 *** (4.939) -0.015 (-0.806) 0.088 *** (4.791) 0.081 *** (4.027)




＊＊　    ５％（両側）水準で有意
＊　　　　10％（両側）水準で有意
データ：2013年「暮らしの安心・信頼・社会参加に関するアンケート調査」
生活満足度 社会的孤立 SRH（主観的健康） 抑うつ（K６値）











図表 4－8 に示されるように、社会関係資本の 4 因子は生活満足度の変化の 1
割強（調整済み決定係数 0.131）を説明している。「特定化信頼」（ t 値 11.868）、
「構造的社会関係資本」（同 7.182）、「互酬性・一般的信頼」（同 4.939）、「同
僚」（同 4.937）と 4 因子すべてで 1％水準で有意であり、標準化係数の大きさ
からみると「特定化信頼」（標準化係数 0.223）が最も大きい。  
 
孤立への懸念  
図表 4－8 に示されるように、社会関係資本の 4 因子は「孤立への懸念」の
変化の 7.2％（調整済決定係数 0.072）を説明している。「互酬性・一般的信頼」

























本」が大きな影響を持っていたが、主観的健康感については「同僚」（ t 値 9.35、
標準化係数 0.173）が大きな影響を持っており、ついで「互酬性・一般的信頼」
（ t 値 4.791、標準化係数 0.088）が重要となっている。このほか、「特定化信






抑うつ度（K6 値）  
抑うつ度については、主観的健康感同様、「特定化信頼」（ t 値 8.476）、「互酬
性・一般的信頼」（同 4.072）が有意であるが、主観的健康感と異なり「構造的
社会関係資本」（同 4.731）が有意で、主観的健康感では有意であった「同僚」















 社会関係資本と QOL を潜在変数として、前節で得た社会関係資本の 4 因子
の因子得点と 2013 年調査で得た「生活満足度」、「孤立への懸念」、「抑うつ度
（K6 値）」、「主観的健康感（SRH）」を変数としてパス解析を行った。なお、
図表 4－9 の係数はすべて標準化している。Chisq=229.7、df=21、CFI=.943, 
RMSEA=.053 で適合度に問題はない。抽出した 4 因子の中では「特定化信頼」
（パス係数 0.68）、「構造的 SC」（同 0.33）、次に「同僚」（同 0.20）「互酬性・
一般的信頼」（同 0.19）、の順で社会関係資本に影響を与えている。  
 QOL については、生活満足度や抑うつ度（K6 値）との間の係数が大きく、
生活上の孤立や主観的健康感との係数も高い。  
 2 つの潜在変数の社会関係資本と QOL の間の係数は 0.47 となっており、社
会関係資本が QOL のすべてではないにしても、相当の影響を与えていること







                                                   

















                                                   




1）2013 年調査結果の概要  
図表 4－10 は本調査の結果を示しており 96、2013 年調査以外に内閣府国民
生活局が実施した 2003 年全国郵送法調査 97 と、筆者が実施した 2010 年全国
郵送法調査の 2 つの全国調査の結果との比較を加えている。  
2013 年調査をみると、認知的な社会関係資本の指標である「一般的信頼」
（generalized trust）では「ほとんどの人は信頼できる」（9 段階評価の上位 3
段階合計）が 26.9％であるが、もう少し対象を絞った「旅先での信頼」（9 段











人以上」がやはり 56.8％、つまり回答者の 6 割近くは近所づきあいの程度も高
く人数も 5 人以上とのつきあいがあるが、近所の住民について「頼りになる」
と答えた比率は 31.9％と、つきあいの程度や人数の割には高くない。  
「友人・知人とのつきあい」も「日常的にある（毎日～週に数回程度）」と「あ
る程度頻繁にある（週に 1 回～月に数回程度）」の合計が 45.2％と半数近くの
人が週に 1 回以上友人・知人とのつきあいを持っている。このほか、「親戚・
親類」と週 1 回以上のつきあいがある者は 32.9％と全体の 3 分の 1 である。一




















































































































































































位 3 段階合計）は 83.5％と他の 3 項目と比べて若干寛容である。  
生活満足については「非常に満足」と「満足している」を合わせて半数（53.2％）
が満足している。心配事の中では、生活上の孤立を「かなり心配」「少し心配」
と答えた者は、4 人に 1 人（26.2％）の比率となっている。  
「主観的健康感（SRH）」は回答者の将来の健康状態の予測力が高いことが
知られているが、本調査では「とても健康」7.9％、「まあ健康」65.8％と合計
73.7％、4 人に 3 人が健康と答えている。「抑うつ度（K6 値）」については、10












2013 調査では設けられていた「一般的互酬性」「特定化互酬性」の 2 問は、2003
年調査と 2010 年調査では設けられていない。したがって、以下ではこれら 3
調査の比較を「一般的互酬性」と「特定化互酬性」の 2 問を除いた社会関係資
本関連質問 15 項目に基づいてみていく。  
 
2010 年調査との比較  
 集計値でみる限り、今回実施した 2013 年調査は「旅先での信頼」「スポーツ・
趣味・娯楽活動への参加」を除き、図表 4－10 に示されるすべての項目で 2010
年全国調査を下回っている。特に、特定の対象に対する信頼（「特定化信頼」）
は「友人・知人への信頼」が 69.7％から 60.4％へ 9.3％ポイント、「近所の人々
への信頼」が 40.5％から 31.9％へ 8.6％ポイント、「親戚への信頼」が 66.7％










                                                   
98 たとえば、稲葉（ 2013c）によれば、日経、朝日、毎日、読売、河北新報、福島
民報各紙の記事を 2011 年 3 月 11 日から 2013 年 2 月 4 日の間、「震災＆絆」で検
索すると 7,334 件ヒットする。  
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るであろうが、本調査結果をみる限りこの仮説は成立していない 99。  
 
2003 年調査との比較  




年調査の結果を 2003 年内閣府郵送法調査と比較すると、図表 4－10 の下段に
示されるように、2003 年から 2013 年の 10 年間で「一般的信頼」は 2.1％ポイ
ント上昇しているのに対し、「特定化信頼」は軒並み低下している。「近所の人々
への信頼」は 43.1％から 31.9％へ 11.2％ポイント、「友人・知人への信頼」は





2003 年から 2013 年のより長期間をとってみても観察される。「近所づきあい」
では、「生活面で協力」と「立ち話程度はする」の合計は 70.1％から 59.0％へ
11.1％ポイント、「実際の面識の程度（近所づきあいの人数）」が 10 年間で 67.7％
から 56.8％へ 10.9％ポイントもそれぞれ低下している。同様に「友人・知人と




                                                   
99 たとえば、外谷（ 2014）は、1970 年から 2000 年の間の面積当たり自然災害回
数を被説明変数、信頼（ ISD の国際安全・信頼指標）と政府の質（カウフマンら
による世界ガバナンスインディケーター）を説明変数としてクロスカントリーデー





その一方で、団体参加率は「地縁的な活動」が 35.5％から 50.7％へ 15.2％
ポイント上昇し、「スポーツ・趣味・娯楽活動への参加率」も 30.9％から 55.8％
へ 24.9％ポイントも上昇している。「ボランティア・NPO・市民活動への参加
率」は、2010 年以降微減したが、10 年間ではプラス 13.2％ポイントとなって
いる。ただし、団体参加率の上昇は、大部分が年に数回程度の参加者が増えた









2003 年調査、2010 調査、2013 調査はいずれも 20 歳から 79 歳の居住者を
対象としており、母集団推計には十分なサンプル数を得ている。また、図表 4-11
に示されるように 2010 年調査と 2013 調査は回答者の属性も性別、職業、学歴
でほぼ同一である 101。2003 年調査は、20 歳代の回答者の比率が 2010 年調査・
                                                   
100 団体参加における「年に数回程度の参加」の比率は、2003 年調査と 2013 年調
査の間では、「地縁的な活動」では 16.6％から 28.3％へプラス 11.7％ポイント、「ス
ポーツ・趣味・娯楽活動」では 4.4％から 13.5％へプラス 9.1％ポイント、「ボラ
ンティア・NPO・市民活動」では 6.4％から 16.6％へプラス 10.2％ポイント、「そ
の他の団体活動」では 3.3％から 8.8％へプラス 5.5％と、参加率上昇のほとんどは
「年に数回程度の参加」に起因している。  









災地 0.093 と有意とならないため、有意な差はないと判断した。  
121 
 
2013 年調査と比較して高いが、これは図表 4－11 の括弧内で示した、この間
の人口構成の変化と整合している。3 調査の差は、サンプルバイアスに起因す
るとは考えにくい。  





















　男性 45.5 （49.4） 45.3 （49.3） 47.0 （49.3）
　女性 54.5 （50.6） 54.7 （50.7） 51.9 （50.7）
年齢構成比（%）
　20歳代 8.5 （14.2） 11.4 （14.7） 19.1* （18.0）
　30歳代 14.3 （18.7） 16.4 （18.7） 16.3 （16.7）
　40歳代 17.2 （17.6） 16.7 （17.3） 16.2** （17.6）
　50歳代 17.8** （16.7） 17.3** （17.0） 18.4 （19.0）
　60歳代 23.4* （19.1） 23.3* （18.8） 18.5 （14.7）
　70歳以上 18.7 （13.6） 14.8 （13.4） 11.3 （10.0）
　平均年齢（才） 53.5 51.4 49.0
職業（％）
自営業 9.5 12.4 15.7
経営者 2.4 2.8 2.8
民間勤め人 28.4 27.6 25.3
公務員・教員 4.7 4.8 6.0
（同上小計） (45.0) （47.6） （49.8）
パート 15.0 15.5 13.8
学生 1.7 2.3 1.4
無職 16.4 13.4 12.1
専業主婦･主夫 16.6 17.9 19.0
学歴
 小中学校 10.5 11.5 13.0
 高等学校 40.2*** 39.1*** 41.4***
 専修学校他 11.4 10.8 9.7
 高専・短大 10.7 11.1 10.2
 大学 23.6 23.5 22.5
 大学院 2.3 2.3 1.1
年間世帯所得
 ＜200 9.9 8.1 6.0
 200～400＜ 29.4*** 22.1* 23.4*
 400～600＜ 22.8 19.9** 22.0**
 600～800＜ 13.9 13.7 14.9
 800～1000＜ 9.2 10.1 12.1
 1000～1200＜ 4.1 4.9 6.7
 1200≦ 4.1 6.3 5.0
居住形態
　持家（％） 76.8 79.4 80.2
　借家（％） 20.2 19.0 18.5



















場の同僚とのつきあい」（p=.693）だけである。2003 年から 2010 年の変化は、
個票データでみても、「一般的信頼」（p=.423）、ネットワークの中の「親戚・
親類とのつきあい」（p=.702）を除き、すべて有意に異なる。また、東日本大




 要するに、社会関係資本の構成要素に関する回答は 2003 年調査、2010 年調
査、2013 年調査の 3 調査の間で、統計的に有意に異なっており、特に 2003 年
調査と 2013 年調査では、「職場の同僚とのつきあい」を除き大きく変化してい




                                                   













（2 分類）、年齢層（6 階層）、最終学歴（7 分類）についてはサンプル数は問題






近所の人々 0.000 0.597 0.000
家族 0.000 0.000 0.000
親戚 0.000 0.006 0.000
友人・知人 0.000 0.000 0.000
職場の同僚 0.000 0.000 0.000
近所づきあいの程度 0.000 0.193 0.000
近所づきあいの人数 0.000 0.015 0.000
友人・知人とのつきあい 0.000 0.002 0.000
親戚・親類とのつきあい 0.702 0.000 0.000
職場の同僚とのつきあい 0.003 0.002 0.693
地縁的な活動 0.000 0.092 0.000











































































































































































































































































































年調査の 3 割弱（29.8％）から 2013 年調査では 4 割以上（42.1％）に上昇し
ているので、そもそも社会関係資本の数値は 2003 年から 2013 年にかけて向上
するはずである。ところが、2003 年調査と 2010 年調査の集計値の変化は、社
会関係資本の改善ではなく、逆に毀損を示しているので、高齢化が社会関係資
本の毀損を招いたとは考えられない。  















な変化が読み取れるので、2003 年から 2013 年の間の変化は、たとえ高齢化に
よる影響があったとしても限定的であるように思われる。少なくとも、「地縁活
                                                   












30歳未満 0.385 0.283 0.012
30～39歳 0.345 0.710 0.487
40～49歳 0.310 0.144 0.004
50～59歳 0.753 0.442 0.680
60～69歳 0.580 0.442 0.699
70歳以上 0.420 0.587 0.915
30歳未満 0.135 0.645 0.189
30～39歳 0.431 0.359 0.917
40～49歳 0.069 0.334 0.001
50～59歳 0.000 0.039 0.000
60～69歳 0.000 0.480 0.000
70歳以上 0.000 0.014 0.000
30歳未満 0.103 0.013 0.311
30～39歳 0.775 0.517 0.381
40～49歳 0.437 0.005 0.000
50～59歳 0.001 0.049 0.000
60～69歳 0.000 0.001 0.000
70歳以上 0.000 0.078 0.000
30歳未満 0.740 0.775 0.384
30～39歳 0.095 0.612 0.072
40～49歳 0.550 0.007 0.050
50～59歳 0.002 0.205 0.000
60～69歳 0.000 0.081 0.000
70歳以上 0.000 0.432 0.000
30歳未満 0.113 0.119 0.926
30～39歳 0.519 0.574 0.796
40～49歳 0.356 0.002 0.032
50～59歳 0.000 0.715 0.000
60～69歳 0.000 0.324 0.000
70歳以上 0.000 0.138 0.000
30歳未満 0.912 0.655 0.569
30～39歳 0.171 0.183 0.676
40～49歳 0.234 0.040 0.001
50～59歳 0.000 0.106 0.000
0.000 0.089 0.000











30歳未満 0.000 0.726 0.000
30～39歳 0.002 0.371 0.000
40～49歳 0.000 0.238 0.000
50～59歳 0.000 0.021 0.000
60～69歳 0.000 0.276 0.000
70歳以上 0.189 0.171 0.002
30歳未満 0.004 0.327 0.000
30～39歳 0.000 0.935 0.000
40～49歳 0.000 0.066 0.000
50～59歳 0.009 0.002 0.000
60～69歳 0.014 0.135 0.000
70歳以上 0.024 0.028 0.000
30歳未満 0.046 0.183 0.000
30～39歳 0.000 0.725 0.000
40～49歳 0.020 0.250 0.000
50～59歳 0.064 0.009 0.000
60～69歳 0.093 0.094 0.000
70歳以上 0.456 0.049 0.004
30歳未満 0.121 0.534 0.013
30～39歳 0.293 0.167 0.828
40～49歳 0.391 0.159 0.014
50～59歳 0.451 0.000 0.000
60～69歳 0.330 0.165 0.008
70歳以上 0.466 0.033 0.002
30歳未満 0.657 0.033 0.042
30～39歳 0.951 0.369 0.283
40～49歳 0.028 0.087 0.302
50～59歳 0.032 0.441 0.062
60～69歳 0.124 0.121 0.786












 2003 年調査から 2013 年調査の間では、女性のみ有意な差がみられた項目は
なく、14 項目で男女ともに同じ変化がみられるので、この 10 年間の変化は女
性の比率の違いによるものとはいえない。ただし、表にはないが、2010 年調査
と 2013 年調査との有意な差は、女性でみられる項目が、図表 4－15 に示され
た 15 項目のうち 8 項目に上る。したがって、この間の変化は女性における社
会関係資本が 2010 年と 2013 年の間に変化していることによるものが多いとい
えるかもしれない。  
30歳未満 0.173 0.433 0.535
30～39歳 0.183 0.540 0.414
40～49歳 0.000 0.048 0.000
50～59歳 0.024 0.907 0.011
60～69歳 0.000 0.002 0.000
70歳以上 0.003 0.060 0.000
30歳未満 0.000 0.491 0.000
30～39歳 0.000 0.385 0.000
40～49歳 0.000 0.947 0.000
50～59歳 0.000 0.019 0.000
60～69歳 0.000 0.016 0.000
70歳以上 0.009 0.001 0.000
30歳未満 0.028 0.783 0.033
30～39歳 0.987 0.344 0.331
40～49歳 0.002 0.571 0.003
50～59歳 0.001 0.314 0.000
60～69歳 0.000 0.034 0.000
70歳以上 0.000 0.065 0.000
30歳未満 0.088 0.763 0.024
30～39歳 0.522 0.453 0.954
40～49歳 0.475 0.473 0.925
50～59歳 0.087 0.345 0.317
60～69歳 0.020 0.018 0.000











男性 0.641 0.587 0.293
女性 0.560 0.371 0.087
男性 0.000 0.239 0.000
女性 0.000 0.768 0.000
男性 0.000 0.001 0.000
女性 0.001 0.000 0.000
男性 0.001 0.547 0.000
女性 0.000 0.002 0.000
男性 0.000 0.144 0.000
女性 0.000 0.000 0.000
男性 0.000 0.077 0.000
女性 0.000 0.000 0.000
男性 0.000 0.570 0.000
女性 0.000 0.195 0.000
男性 0.001 0.077 0.000
女性 0.000 0.092 0.000
男性 0.000 0.187 0.000
女性 0.000 0.002 0.000
男性 0.978 0.020 0.010
女性 0.826 0.001 0.002
男性 0.018 0.682 0.024
女性 0.291 0.000 0.028
男性 0.000 0.473 0.000
女性 0.000 0.004 0.000
男性 0.000 0.010 0.000
女性 0.000 0.001 0.000
男性 0.000 0.141 0.000
女性 0.000 0.005 0.000
男性 0.000 0.524 0.000






























目数は、800 万円～1,000 万円未満が 10 項目、1,000 万円～1,200 万円未満が 4













200万円未満 0.075 0.408 0.002
200万円～400万円未満 0.864 0.517 0.365
400万円～600万円未満 0.338 0.184 0.808
600万円～800万円未満 0.748 0.631 0.947
800万円～1000万円未満 0.710 0.310 0.522
1000万円～1200万円未満 0.515 0.431 0.950
1200万円以上 0.123 0.862 0.191
200万円未満 0.000 0.681 0.000
200万円～400万円未満 0.002 0.861 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.004 0.000
600万円～800万円未満 0.007 0.770 0.000
800万円～1000万円未満 0.012 0.915 0.004
1000万円～1200万円未満 0.860 0.556 0.553
1200万円以上 0.631 0.755 0.501
200万円未満 0.000 0.363 0.000
200万円～400万円未満 0.069 0.001 0.000
400万円～600万円未満 0.101 0.105 0.000
600万円～800万円未満 0.116 0.002 0.000
800万円～1000万円未満 0.428 0.024 0.002
1000万円～1200万円未満 0.526 0.414 0.110
1200万円以上 0.634 0.578 0.328
200万円未満 0.000 0.934 0.000
200万円～400万円未満 0.000 0.590 0.000
400万円～600万円未満 0.055 0.950 0.038
600万円～800万円未満 0.800 0.000 0.007
800万円～1000万円未満 0.507 0.771 0.318
1000万円～1200万円未満 0.727 0.842 0.405
1200万円以上 0.840 0.095 0.550
200万円未満 0.000 0.733 0.000
200万円～400万円未満 0.000 0.091 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.798 0.000
600万円～800万円未満 0.211 0.004 0.000
800万円～1000万円未満 0.296 0.147 0.009
1000万円～1200万円未満 0.175 0.277 0.632
1200万円以上 0.016 0.535 0.004
200万円未満 0.000 0.120 0.000
200万円～400万円未満 0.000 0.783 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.317 0.000
600万円～800万円未満 0.003 0.009 0.000
800万円～1000万円未満 0.056 0.114 0.000
1000万円～1200万円未満 0.033 0.138 0.186
1200万円以上 0.078 0.651 0.035











200万円未満 0.000 0.965 0.000
200万円～400万円未満 0.045 0.489 0.001
400万円～600万円未満 0.000 0.300 0.000
600万円～800万円未満 0.072 0.022 0.000
800万円～1000万円未満 0.341 0.038 0.001
1000万円～1200万円未満 0.815 0.652 0.792
1200万円以上 0.224 0.848 0.110
200万円未満 0.069 0.203 0.000
200万円～400万円未満 0.366 0.013 0.000
400万円～600万円未満 0.002 0.596 0.002
600万円～800万円未満 0.198 0.067 0.000
800万円～1000万円未満 0.003 0.955 0.001
1000万円～1200万円未満 0.296 0.746 0.408
1200万円以上 0.266 0.403 0.036
200万円未満 0.186 0.088 0.001
200万円～400万円未満 0.042 0.143 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.106 0.000
600万円～800万円未満 0.199 0.316 0.009
800万円～1000万円未満 0.130 0.769 0.039
1000万円～1200万円未満 0.003 0.475 0.006
1200万円以上 0.685 0.098 0.038
200万円未満 0.957 0.002 0.001
200万円～400万円未満 0.664 0.109 0.018
400万円～600万円未満 0.310 0.044 0.335
600万円～800万円未満 0.674 0.107 0.023
800万円～1000万円未満 0.702 0.697 0.402
1000万円～1200万円未満 0.622 0.807 0.371
1200万円以上 0.513 0.509 0.920
200万円未満 0.408 0.108 0.594
200万円～400万円未満 0.043 0.103 0.435
400万円～600万円未満 0.121 0.542 0.229
600万円～800万円未満 0.111 0.479 0.239
800万円～1000万円未満 0.337 0.022 0.209
1000万円～1200万円未満 0.386 0.044 0.218
1200万円以上 0.095 0.761 0.026
200万円未満 0.008 0.494 0.000
200万円～400万円未満 0.000 0.011 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.418 0.000
600万円～800万円未満 0.060 0.339 0.215
800万円～1000万円未満 0.004 0.704 0.003
1000万円～1200万円未満 0.000 0.299 0.000
1200万円以上 0.304 0.978 0.010
200万円未満 0.071 0.011 0.000
200万円～400万円未満 0.000 0.000 0.000
400万円～600万円未満 0.000 0.108 0.000
600万円～800万円未満 0.000 0.578 0.000
800万円～1000万円未満 0.000 0.496 0.000
1000万円～1200万円未満 0.132 0.032 0.000
1200万円以上 0.007 0.668 0.001
200万円未満 0.309 0.266 0.026
200万円～400万円未満 0.000 0.002 0.000
400万円～600万円未満 0.001 0.192 0.000
600万円～800万円未満 0.038 0.707 0.005
800万円～1000万円未満 0.014 0.910 0.002
1000万円～1200万円未満 0.060 0.701 0.011
1200万円以上 0.088 0.427 0.006
200万円未満 0.045 0.989 0.028
200万円～400万円未満 0.510 0.007 0.000
400万円～600万円未満 0.079 0.753 0.015
600万円～800万円未満 0.110 0.823 0.035
800万円～1000万円未満 0.981 0.099 0.070
1000万円～1200万円未満 0.740 0.632 0.343















 図表 4－17 は最終学歴別にみた社会関係資本構成項目 15 項目に関する有意
差検定の結果を示している。2003 年調査と 2013 年調査の比較では、「一般的
信頼」と「ネットワーク つきあい」の 1 項目である「職場の同僚とのつきあ
い」の 2 項目ではどの学歴層でも有意差がみられないが、残りの 13 項目では、
大学院を除くほとんどの学歴層で有意差がみられる。特に、小・中学卒、高等
学校卒、大学卒は、親戚・親類とのつきあいを除くほとんどの項目で有意な差
がみられる。つまり、個票ベースでの回答パターンが 2013 年までの 10 年間で
変化している。ただし、大学院卒に次いで専門性が高いと思われる専修学校・
各種学校卒と高専・短期大学卒は比較的有意差がみられない項目が多い。検定
対象の 15 項目のうち、小・中学校卒、高卒、大卒ではそれぞれ 12 項目、13
項目、10 項目で有意差が認められたが、大学院卒では 1 項目、専修学校・各種
学校卒では 9 項目と、高専・短大卒では 8 項目と大卒の 10 項目を下回ってい
る（図表 4－12）。どの学歴層でも変化がみられなかった「一般的信頼」と「職












小中学校 .767 .869 .881
高等学校 .862 .831 .987
専修学校・各種学校 .530 .306 .069
高専・短期大学 .916 .228 .183
大学 .124 .077 .951
大学院 .872 .679 .607
小中学校 .000 .310 .000
高等学校 .000 .476 .000
専修学校・各種学校 .107 .570 .139
高専・短期大学 .007 .352 .009
大学 .413 314 .856
大学院 .567 .829 .690
小中学校 .000 .581 .000
高等学校 .000 .000 .000
専修学校・各種学校 .736 .020 .011
高専・短期大学 .522 .127 .027
大学 .670 .004 .001
大学院 .790 .401 .727
小中学校 .000 .881 .000
高等学校 .000 .165 .000
専修学校・各種学校 .312 .294 .039
高専・短期大学 .759 .406 .698
大学 .360 .057 .789
大学院 .914 .317 .395
小中学校 .000 .459 .000
高等学校 .000 .006 .000
専修学校・各種学校 .015 .045 .000
高専・短期大学 .781 .110 .053
大学 .016 .076 .000
大学院 .324 .968 .211
小中学校 .000 .060 .000
高等学校 .000 .003 .000
専修学校・各種学校 .000 .560 .000
高専・短期大学 .006 .316 .000
大学 .023 .150 .000











小中学校 .112 .374 .003
高等学校 .000 .978 .000
専修学校・各種学校 .891 .301 .377
高専・短期大学 .002 .495 .000
大学 .021 .961 .005
大学院 .694 .307 .664
小中学校 .239 .155 .003
高等学校 .010 .096 .000
専修学校・各種学校 .548 .452 .133
高専・短期大学 .000 .322 .000
大学 .009 .898 .003
大学院 .924 .236 .295
小中学校 .436 .220 .024
高等学校 .003 .249 .000
専修学校・各種学校 .014 .058 .000
高専・短期大学 .002 .075 .000
大学 .006 .555 .000
大学院 .138 .847 .062
小中学校 .044 .011 .575
高等学校 .190 .364 .010
専修学校・各種学校 .517 .149 .490
高専・短期大学 .732 .019 .051
大学 .212 .039 .470
大学院 .350 .471 .069
小中学校 .185 .062 .579
高等学校 .110 .610 .206
専修学校・各種学校 .084 .459 .189
高専・短期大学 .251 .081 .813
大学 .251 .004 .111
大学院 .345 .831 .196
小中学校 .289 .006 .000
高等学校 .000 .147 .000
専修学校・各種学校 .026 .973 .006
高専・短期大学 .006 .930 .002
大学 .000 .753 .000
大学院 .325 .126 .889
小中学校 .089 .000 .000
高等学校 .000 .000 .000
専修学校・各種学校 .001 .947 .000
高専・短期大学 .000 .577 .000
大学 .000 .203 .000
大学院 .039 .780 .022
小中学校 .028 .010 .000
高等学校 .000 .052 .000
専修学校・各種学校 .153 .029 .000
高専・短期大学 .131 .864 .051
大学 .000 .380 .000
大学院 .214 .108 .881
小中学校 .411 .073 .004
高等学校 .000 .223 .000
専修学校・各種学校 .622 .124 .030
高専・短期大学 .422 .972 .342
大学 .027 .471 .001
















図表 4－11 では、「民間企業・団体の勤め人」の比率は 2003 年 25.3％、2010
年 27.6％、2013 年 28.4％と漸増している。2003 年調査は、正規・非正規別内
訳は尋ねていないが、2013 年調査では「勤め人」のうち「正規社員」が 22.9％、
「契約社員・派遣社員」が 5.5％となっており、これに、「パート」が 2003 年
13.8％から 2013 年 15.0％へ上昇していることも含めて考えると、この 10 年間
で非正規雇用の比率が大幅に高まっていることが推測される。また、「無職」が
2003 年 12.1％、2010 年 13.4％、2013 年 16.4％へと上昇しており、一方で、
「自営業」が 2003 年 15.7％、2010 年 12.4％、2013 年 9.5％へと大幅に低下
している。労働市場の変化が回答者の雇用形態に大きな影響を及ぼしている。  




















自営業 0.691 0.569 0.990
民間企業・団体の経営者、役員 0.897 0.366 0.263
民間企業・団体の勤め人 0.192 0.652 0.305
公務員・教員 0.036 0.078 0.506
臨時・パート 0.401 0.628 0.710
学生 0.884 0.634 0.775
無職 0.477 0.982 0.342
専業主婦・主夫 0.868 0.176 0.227
自営業 0.002 0.787 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.373 0.339 0.108
民間企業・団体の勤め人 0.012 0.130 0.085
公務員・教員 0.728 0.611 0.335
臨時・パート 0.178 0.724 0.243
学生 0.661 0.556 0.271
無職 0.000 0.684 0.000
専業主婦・主夫 0.000 0.879 0.000
自営業 0.290 0.012 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.001 0.370 0.000
民間企業・団体の勤め人 0.464 0.000 0.000
公務員・教員 0.229 0.267 0.014
臨時・パート 0.217 0.096 0.003
学生 0.347 0.376 0.907
無職 0.000 0.263 0.000
専業主婦・主夫 0.018 0.055 0.000
自営業 0.011 0.148 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.794 0.614 0.588
民間企業・団体の勤め人 0.520 0.373 0.218
公務員・教員 0.252 0.324 0.015
臨時・パート 0.323 0.061 0.804
学生 0.952 0.613 0.696
無職 0.000 0.998 0.000
専業主婦・主夫 0.004 0.071 0.000
自営業 0.003 0.492 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.360 0.418 0.058
民間企業・団体の勤め人 0.029 0.104 0.000
0.778 0.277 0.140
臨時・パート 0.023 0.188 0.000
学生 0.543 0.159 0.058
無職 0.000 0.750 0.000
専業主婦・主夫 0.000 0.054 0.000
自営業 0.000 0.078 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.945 0.168 0.352
民間企業・団体の勤め人 0.028 0.842 0.017
公務員・教員 0.780 0.301 0.231
臨時・パート 0.117 0.769 0.024
学生 0.065 0.592 0.139
無職 0.000 0.032 0.000











自営業 0.190 0.903 0.169
民間企業・団体の経営者、役員 0.372 0.859 0.208
民間企業・団体の勤め人 0.000 0.871 0.000
公務員・教員 0.163 0.838 0.106
臨時・パート 0.311 0.787 0.415
学生 0.973 0.912 0.897
無職 0.022 0.104 0.000
専業主婦・主夫 0.025 0.084 0.000
自営業 0.152 0.942 0.086
民間企業・団体の経営者、役員 0.183 0.673 0.228
民間企業・団体の勤め人 0.000 0.540 0.000
公務員・教員 0.649 0.889 0.475
臨時・パート 0.759 0.330 0.521
学生 0.199 0.731 0.180
無職 0.755 0.019 0.003
専業主婦・主夫 0.151 0.041 0.000
自営業 0.096 0.893 0.040
民間企業・団体の経営者、役員 0.727 0.785 0.899
民間企業・団体の勤め人 0.000 0.203 0.000
公務員・教員 0.047 0.327 0.199
臨時・パート 0.015 0.239 0.000
学生 0.139 0.476 0.382
無職 0.856 0.003 0.004
専業主婦・主夫 0.013 0.061 0.000
自営業 0.627 0.152 0.249
民間企業・団体の経営者、役員 0.923 0.968 0.940
民間企業・団体の勤め人 0.308 0.033 0.296
公務員・教員 0.052 0.357 0.284
臨時・パート 0.905 0.008 0.017
学生 0.857 0.340 0.407
無職 0.259 0.040 0.393
専業主婦・主夫 0.287 0.036 0.319
自営業 0.822 0.166 0.070
民間企業・団体の経営者、役員 0.678 0.530 0.373
民間企業・団体の勤め人 0.192 0.119 0.003
公務員・教員 0.277 0.849 0.129
臨時・パート 0.053 0.744 0.009
学生 0.257 0.861 0.403
無職 0.465 NA NA













て 2003 年調査、2010 年調査との比較をした。過去の調査の比較では、2003






自営業 0.000 0.245 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.041 0.872 0.008
民間企業・団体の勤め人 0.000 0.641 0.000
公務員・教員 0.000 0.714 0.000
臨時・パート 0.000 0.694 0.000
学生 0.047 0.414 0.119
無職 0.010 0.053 0.000
専業主婦・主夫 0.197 0.003 0.000
自営業 0.000 0.785 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.004 0.337 0.000
民間企業・団体の勤め人 0.000 0.059 0.000
公務員・教員 0.000 0.398 0.000
臨時・パート 0.001 0.000 0.000
学生 0.019 0.346 0.001
無職 0.309 0.000 0.000
専業主婦・主夫 0.000 0.461 0.000
自営業 0.000 0.074 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.114 0.284 0.005
民間企業・団体の勤め人 0.001 0.277 0.000
公務員・教員 0.002 0.926 0.000
臨時・パート 0.068 0.011 0.000
学生 0.806 0.557 0.416
無職 0.001 0.045 0.000
専業主婦・主夫 0.014 0.027 0.000
自営業 0.003 0.377 0.000
民間企業・団体の経営者、役員 0.147 0.145 0.002
民間企業・団体の勤め人 0.026 0.925 0.008
公務員・教員 0.186 0.762 0.048
臨時・パート 0.339 0.195 0.019
学生 0.770 0.818 0.854
無職 0.007 0.074 0.000








しかもこの傾向は、2010 年から 2013 年の 3 年間でもみられ、2010 年から
2013 年のわずか 3 年の間に、一般的信頼を除いたネットワークを主体とする構
造的な社会関係資本と、認知的ではあるが構造的な社会関係資本の影響を受け













分されるところから、2003 年調査と 2013 年調査との比較でみられた社会関係
資本の変化は、基本的にこの間の雇用環境と労働市場の変化を反映しているも
のといえる。  
Putnam（2000）は 1960 年代から 1990 年代にかけて米国の社会関係資本が
毀損していると警鐘を鳴らした。彼の指摘はその後大きな議論を呼び、賛否両




本章で検討した 2003 年調査、2010 年調査、2013 年調査の経年変化は、わ
                                                   




ずか 10 年間の変化であり、通常の社会調査にみられる 10 年間の変化としては
異例に大きいものである 105。当然、より詳細な研究で補完されるべきだろう。
しかし、本章で対象とした 3 調査間では、全体の回答分布による比較はもちろ




る失業率が、この間、2003 年の 5.3％から 2013 年には 4.0％へむしろ改善して









100 地点、2010 年調査 50 地点）を東日本大震災における震度 107 が、4.5 以
上の地区（2013 年調査 32 地点 N=1,261、2010 年調査 18 地点 N=484）と 4.5
未満の地区（2013 年調査 68 地点 N＝2,314、2010 年調査 32 地点 N=1,113）
                                                   
105 たとえば米国で、重要な事柄を相談する人がいない、とする人の比率が 8.1%
から 22.6%へ 3 倍になり、人々の持つ人的ネットワークの平均サイズも 3.06 人か
ら 2.12 人へ 3 分の 2 になってしまったと指摘した McPherson（ 2006）は、 1985
年から 2004 年までの 20 年間の変化を分析したものである。その中でも、この研
究結果が 20 年間という期間の変化としてはあまりに大きすぎるので、一層の検証
が必要であると述べている。  
106 総務省統計局「労働力調査（基本集計）平成 26 年（ 2014） 5 月分」
http://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/ 2014 年 7 月 17 日アクセス  
107 地点別震度は気象庁『平成 23 年 4 月地震・火山月報（防災編）』付録 2「平成
23 年（ 2011 年）東北地方太平洋沖地震」記載のデータによる。  
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図表 4－20 に示されるように、2010 年調査では震度 4.5 以上の地域の値が震
度 4.5 未満の地域の値を上回っていたが 2013 年調査では逆転した項目、ない




では震度 4.5 以上の地域の値が、震度 4.5 未満の地域の値をそれぞれ 9.9％ポイ
ント、6.3％ポイント下回っている。「地縁活動」と「ボアランティア・NPO・
市民活動」の参加率の差もそれぞれ、2010 年時点の -4.7％ポイント、0.4％ポ
イントから 2013 年時点では -10.6％ポイント、 -8.4％ポイントと大幅に差が拡
大し、被災地におけるネットワークが大幅に毀損したことがうかがえる。  
 
                                                   
108 震度 4.5 を閾値としたのは、「気象庁震度階級関連解説表」
（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/kaisetsu.html 2014 年 7 月 17
日アクセス）によれば、震度 4.5 未満 4.0 以上では「ほとんどの人が驚く。歩いて
いる人のほとんどが、揺れを感じる。眠っている人のほとんどが、目を覚ます。」
のに対し、震度 4.5 以上では「大半の人が、恐怖を覚え、物につかまりたいと感じ










震度 震度4.5未満 震度4.5以上 震度4.5未満 震度4.5以上
地点数 68 32 32 18




図表 4－19（続き） カッコ内は人口（千人，2010 年） 
 




























































県鹿児島市 （606）,沖縄県豊見城市  （57）, 
 
出所：気象庁「地震・火山月報（防災編）」平成 23 年 4 月  
 
 









図表 4－21 は震度別・調査間別の差に関するノンパラメトリック（Mann- 
Whitney）検定の結果を示している。表の左側のケース 1 は、震度グループご
とに、2010 年調査と 2013 年調査との間に回答パターンに差がみられるかを検
証している。つまり、社会関係資本の構成要素 15 項目ごとに、東日本大震災
における震度が 4.5 以上の地点の回答者と 4.5 未満の地点の回答者とに分けて、
図表4-20　　2013年・2010年全国調査　震度別集計表
震度4.5未満（A） 震度4.5以上（B) （B)－（A) 震度4.5未満（C） 震度4.5以上（D) （D)－（C)
類型 設問 サンプル数 2,314 1,261 1,113 484
一般的な信頼
ほとんど
信頼できる 28.0 25.6 -2.4 30.0 27.1 -2.9
旅先での信頼
ほとんど
信頼できる 22.2 22.6 0.4 22.6 21.6 -1.0
近所の人々へ
の信頼
頼りになる 34.6 30.3 -4.3 41.6 42.1 0.5
家族への信頼 頼りになる 88.4 85.9 -2.5 91.9 90.9 -1.0
親戚への信頼 頼りになる 60.9 59.1 -1.8 68.3 68.7 0.4
友人・知人へ
の信頼
頼りになる 62.6 62.3 -0.3 72.1 70.2 -1.9
職場の同僚へ
の信頼
























程度頻繁 26.8 25.2 -1.6 23.0 25.3 2.3
地縁活動 参加している 54.3 43.7 -10.6 47.5 42.8 -4.7
スポーツ・趣
味・娯楽活動




参加している 33.0 24.6 -8.4 25.2 25.6 0.4
その他 参加している 20.3 15.5 -4.8 17.1 13.8 -3.3
特定化互酬性 17.4 18.0 0.6

























のに、被災地（震度 4.5 以上）では変化がみられない。  
図表 4－21 の右側のケース 2 では、調査年ごと（震災前と震災後）に震度に
よって回答パターンに差がみられるかを検証している。つまり、社会関係資本

















図表 4－22 は、2010 年調査と 2013 年調査について、震度 4.5 以上と震度 4.5
未満とに 2 値化した震度を含めたパス図を示している。社会関係資本は 4 因子
に基づく尺度を数量化・標準化している 109。震度のパス係数は震災前（2010
年調査）では 0.08、つまり東日本大震災における被災地のほうが、社会関係資
本が高かったが、震災後（2013 年調査）ではパス係数が 0.02 に低下し、社会
関係資本からみた被災地の優位性が低下している。また、2 値化した震度と市
町村別に納税所得から算出したジニ係数（これも平均以上と平均以下に 2 値化）
との相関は 2010 年には負であったが、2013 年には正に変化している。つまり、
震災前は被災地は低ジニ係数（所得格差が低い）と対応していたが、震災後は
被災地が高ジニ係数（所得格差が高い）と対応している。適合度は 2010 年
                                                   




3.11 震度4.5以上 3.11 震度4.5以下 2010 2013
0.431 0.142 0.019 0.337
0.437 0.174 0.874 0.002
0.000 0.000 0.437 0.010
0.014 0.123 0.784 0.071
0.125 0.001 0.074 0.168
0.003 0.011 0.903 0.062
0.000 0.262 0.499 0.000
0.002 0.540 0.733 0.000
0.023 0.044 0.467 0.014
0.011 0.005 0.151 0.001
0.148 0.006 0.801 0.737
0.349 0.000 0.092 0.000
0.000 0.000 0.311 0.092
0.805 0.000 0.791 0.000
























CFI=.963、RMSEA=.035、2013 年 CFI=.934、RMSEA=.044 と問題ない水準
である。  

















































つまり、与謝野は仮説 3 を支持する結果を得ている。  






内閣府 2003 年調査は都道府県別データを公表しているが、2005 年調査は公表
されていないため、内閣府から都道府県別データの提供を受けた。また、同様
に 2007 年調査については日本総研から都道府県別データの提供を受け、3 調査




















き、仮説 2 と整合している。  
③信頼と所得・資産格差との相関は、社会参加や交流よりも低い。一般的な
信頼は、波多野ではジニ係数（ロビンフッドインデックス）との相関が高いが、




することが容易であると解釈され、仮説 4 と整合している。  
 
2）全国調査地点別データによる分析  





得ジニ係数との相関をみる（図表 4－23）。  
因果関係の特定はできないが、前節でみた都道府県データでは所得格差とは
相関がみられなかった「特定化信頼 近所の人々」（R=0.354）、「特定化信頼 親
戚」（同 0.217）、「ネットワーク 近所づきあいの程度」（同 0.441）で統計的
に有意な相関がみられ、かつ「ネットワーク  近所づきあいの人数」（同 0.397）、







の仮説 1 とも整合的である。  
ただしこの相関は、近所づきあいや団体参加に限られており、家族や友人・
知人、同僚との関係とは相関していない。また、「一般的信頼」とも相関はみら





           
 
3）パス解析にみる格差の影響  
図表 4－24 は、2010 年調査と 2013 年調査のデータを統合し、西川が作成し
た 2010 年度の市町村別納税データから、納税者所得に基づく市町村別所得ジ
ニ係数を 2010 年調査と 2013 年調査の調査対象地点について 2 値化（平均以上










































本章では筆者が実施した 2013 年調査の調査項目の因子分析を行い、2013 年
調査が社会関係資本の構成要素である「構造的社会関係資本」、「特定化信頼」、
「互酬性・一般的信頼」、「同僚とのつきあい」を表現していることを確認した。







これらの QOL の変化の 5％～16％程度規定するという結果を得た。社会関係
資本は明らかに、QOL の主因ではないが、限界的には大きな影響を持つ。  
Putnam（2000）は 1960 年代から 1990 年代にかけて米国の社会関係資本が
毀損していると警鐘を鳴らしたが、2013 年調査の結果を 2003 年調査及び 2010































































信頼度 95％、母比率 50％）を 1 都道府県あたり 500 票とすれば、全国で 23,500
票（500×47）以上の有効回答を得る必要がある。これは有効回答率を民間機










































第 4 章でみた 2013 年全国調査では、上記のマクロレベルに対応する一般的
信頼関連 1 問、一般的互酬性 1 問、メゾレベルに対応する特定化信頼関係 5 問、
特定化互酬性 1 問、個人レベルに対応する団体参加 4 問、近所づきあい 2 問、
友人・知人とのつきあい、親戚・親類とのつきあい、同僚とのつきあい、それ
ぞれ 1 問、計 17 の設問を設けている。マクロレベル、メゾレベルは上記の設




会関係資本の分布は、第 4 章で紹介した 2013 年調査では個票データからも明
白に把握することは難しい。ミクロレベルでは、調査対象のコミュニティのメ
ンバーは一人一人が結束型と橋渡し型の社会関係資本の双方を保有しているこ
                                                   













































法を含めた社会関係資本調査は、本稿を執筆中の 2014 年 9 月現在まで実施さ
れておらず、今後の課題である。  
しかし、ミクロレベルが個人ベースでの構造的な社会関係資本のあり方を説
明するものとすれば、代替策として、4 章で用いた 2013 年社会関係資本全国調
査から関連した情報を得ることはできる。2013 年調査は構造的社会関係資本と
して、日常のつきあいについて 5 問（近所づきあい 2 問、友人・知人とのつき
あい、家族・親戚とのつきあい、職場の同僚とのつきあい各 1 問）団体参加に
ついて 4 問（地縁団体、スポーツ・趣味・娯楽、ボランティア・NPO、その他）
計 9 問を設けている。これら構造的社会関係資本関連の 9 設問をカテゴリカル
主成分分析にかけ、2 成分で分析することはできる。成分負荷（図表 5－1）を
見ると、第 1 主成分は「ネットワーク 近所づきあいの程度」「ネットワーク 
近所づきあいの人数」「ネットワーク 友人・知人とのつきあい」、第 2 主成分
は「団体参加」が比較的高い成分負荷を示していることから、第 1 主成分は「つ
































































































































































































































































































2013 年全国調査は全国 100 地点を無作為抽出している。この地点別に「社
会関係資本の樹」を作成することができる。基礎データを図表 5－4 に示して
いる。ただし、各地点のサンプル数は 19 から 48 であり、各地点の母集団推計
には不十分である。限られたデータによって作成されたものであり、正確なも
のではないが、地域別「社会関係資本の樹」には第 3 章図表 3－3 で例示した








図表 5－5 に示されているように、2013 年調査対象 100 地点の内訳は、ミク
ロレベルでみて高結束・高橋渡し型が 21 地点、高結束・低橋渡し型が 16 地点、
低結束・高橋渡し型が 27 地点、低結束・低橋渡し型が 34 地点となっている。




的互酬性であったのが 19 地点であったが、図表 5－5 では記載していないが、








的互酬性は 0 地点、したがって 3 レベルすべてで社会関係資本が低かった地点
はなかった。このほかミクロレベルの社会関係資本が低水準でもマクロレベル
は 4 つの分類にほぼまんべんなく分散している。すなわち、低結束・低橋渡し
型に分類した 34 地点のうち、10 地点は一般的互酬性は低いが一般的信頼は高
(参考)対称性による類似度
つきあい　 低 つきあい　 高 つきあい　 高 つきあい　 低 相関 近似有意確率
団体参加　 高 団体参加　 高 団体参加　 低 団体参加　 低 Pearson のR 0.025 0.807
構造型　 低 Spearmanの相関 0.008 0.938
認知型　 高 Pearson のR -0.088 0.384
構造型　 高 Spearmanの相関 -0.098 0.333
認知型　 高 Pearson のR 0.233 0.019


































































































































































































「業界を越えた連携を図っていく。」の 3 点を挙げている。  
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地縁的な活動 5.3 6.8 28.3 23.2 33.3 83.8 13.6 31.3 65.7 35.9 61.6
スポーツ・趣味・
娯楽活動
8.2 17.3 21.6 25.2 24.5 33.6 63.3 42.0 55.1 33.5 63.3
ボランティア・
NPO・市民活動
2.5 8.6 20.2 35.4 31.3 55.1 42.9 32.8 65.2 29.3 68.7
その他の団体活
動
4.6 6.9 22.3 34.2 28.5 44.6 52.3 27.7 69.2 30.4 66.2
出典：2013年「暮らしの安心・信頼・社会参加に関するアンケート調査」
年齢構成 社会的地位男女の割合 居住地域
